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１．はじめに

　サステナブル（持続可能な）開発やサステナビ

リティ（持続可能性）が社会全体の課題として台

頭したのは、最近に始まったことではない。

1972年に初の環境をテーマにした国際会議が国

連人間環境会議として開催され、同年、西欧の有

識者で構成された民間団体のローマクラブは「成

長の限界」にて「持続可能な開発（Sustainable 

Development）」という言葉を用いて経済成長が

環境におよぼす悪影響を明らかにした。この概念

はその後、1984年に日本の提案で設立された、「環

境と開発に関する世界委員会」（WCED：World 

C o m m i s s i o n  o n  E n v i r o n m e n t  a n d 

Development）が、1987年に発行した最終報告

書「我ら共有の未来（Our Common Future）」

に登場したことで定着し、「未来世代のニーズを

満たす可能性を損なわない範囲内で現世代のニー
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